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「地域主権型」の戦略的緊急提言

～～～～徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの政策提言政策提言政策提言政策提言～～～～

我が国経済は，依然「百年に一度の危機」に直面しており，今後の先行き

についても，「デフレスパイラルへの懸念」や，米国における２６年半ぶり
の「１０％を超える失業率」など，国内外のリスクが数多く存在する，予断

を許さない状況にあります。

こうした中，本県においては，県政史上初の５月補正をはじめ，今年度は

１１月までに「４度の補正予算」を編成するなど，まさに「挙県一致」で，
「切れ目ない経済・雇用対策」をスピード感を持ち実践しているところです。

新政権におかれては，約４５０事業に及ぶ「事業仕分け」作業を進めると
ともに，「雇用」「環境」「景気」を柱とする「戦略的経済対策の指針」，
さらには，第２次補正予算と平成２２年度予算を「１５カ月予算」として

編成する「切れ目ない経済財政運営の方針」を打ち出されたところです。

我が国を覆う「経済危機の暗雲」を早期に払拭し，安定的な経済成長を
実現するためには，「地方の実情」を十分に踏まえるとともに，「地方の知恵」
を存分に活かした，まさに「地域主権型」の経済・雇用対策を「国・地方

一体」となって展開することが不可欠であると考えております。

そこで，今こそ「地方ならではの知恵と発想」が強く求められているとの

考えのもと，「地域資源の有効活用」，「施策の重点化」をはじめとする，
「具体的なアイデア」を，「徳島からの政策提言」として次のとおり取り

まとめたところです。

新政権におかれましては，今後の予算編成作業にあたり，「徳島発の知恵

と発想」について十分にご検討いただき，制度設計や事業内容に反映される
とともに，「地域主権型」の切れ目ない「戦略的経済対策」を迅速に実施
されますよう，ここに緊急提言いたします。

平成２１年１１月２２日

徳島県知事 飯泉 嘉門
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Ⅰ 緊急雇用対策

１１１１ 緊急雇用創出事業基金等緊急雇用創出事業基金等緊急雇用創出事業基金等緊急雇用創出事業基金等のののの有効活用有効活用有効活用有効活用についてについてについてについて

【【【【現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《政府の検討状況等》
◇政府は１０月２３日に「緊急雇用対策」を策定し、「現下の厳しい雇

用情勢に対応して急がれる取組を早急に実施する」こととしている。

◇緊急対応策としての雇用維持支援、「貧困・困窮者、新卒者」支援、
「雇用創造策」の拡充・強化と、中長期的な「雇用戦略」の展開を視
野に入れた「先導的取組」による経済対策を取りまとめる方針。

《現状》
■徳島県内徳島県内徳島県内徳島県内のののの有効求人倍率有効求人倍率有効求人倍率有効求人倍率((((平成平成平成平成 21年年年年 9月月月月))))

県央地域県央地域県央地域県央地域 0.64倍倍倍倍
過疎地域過疎地域過疎地域過疎地域のののの多多多多いいいい

県南地域県南地域県南地域県南地域 0.41倍倍倍倍
県南県南県南県南、、、、県西地域県西地域県西地域県西地域のののの雇用情勢雇用情勢雇用情勢雇用情勢がががが特特特特にににに厳厳厳厳しいしいしいしい。。。。

県西地域県西地域県西地域県西地域 0.38倍倍倍倍

《課題》
○本県では、昨年度の１月補正予算から「緊急雇用創出事業」及び「ふるさ

と雇用再生特別基金事業」に着手し、今年度においても、当初予算に続き、
５月、９月で追加補正を行うなど、失業者に雇用機会を提供する事業を切
れ目のなく実施することにより、県内雇用の下支えに効果を上げてきたと
ころであり、地域の雇用対策推進の重要なツールとなっている。

○今回の｢緊急雇用対策｣により、人件費率や更新要件の緩和など運用改善が
行われているが、地方自治体にとっては、依然として厳しい事業要件が残
されている。

戦略的経済対策に向けて

【【【【徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》

基金事業基金事業基金事業基金事業をををを効果的効果的効果的効果的にににに実施実施実施実施するためするためするためするため、、、、
地域主権地域主権地域主権地域主権のののの観点観点観点観点からからからから、、、、地方地方地方地方のののの裁量裁量裁量裁量のののの範囲範囲範囲範囲をををを拡大拡大拡大拡大することすることすることすること。。。。

① 地域の自主的な取り組みを促進し、雇用情勢に即した効果的な事業
展開につなげるため、事業主体や対象範囲などの要件を撤廃又は大幅
に緩和すること。

② 限られた基金を有効かつ効率的に活用し、新政権が掲げる「地域主
権」を実現していくためにも、例えば、県が重点的に取り組んでいる
「ＬＥＤ関連」や「健康医療」、「農商工連携」といった成長分野を
「新産業創出枠」とし、地域の裁量に基づき、弾力的な事業実施が可
能となるよう、両基金間の流用可能額を一定の範囲内で設定できるよ
うにすること。
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＜参考＞

○緊急雇用創出事業の要件緩和の例

項目 現 状 要件緩和の内容

雇 用期 間 要件 雇用期間は６か月以内で 現状の雇用期間要件（原則）を撤廃し、
（原則）の撤廃 更新１回可 より流動的で多様な対応が出来るように

すること。

対象事業要件の 建設・土木事業は不可 自治体が主体的に多様な事業展開を図れ
撤廃 産業分類で一律不可となっ るよう、対象事業要件を撤廃すること。

ているため、例えば、エコ
改修等の環境分野の事業ま
で除外される場合がある。

○ふるさと雇用再生特別基金事業の要件緩和の例

項目 現 状 要件緩和の内容

対象事業要件の 対象事業は委託事業のみ 地域の継続的な雇用創出に寄与する事業
撤廃 であれば、補助事業としての実施も対象

とすること。

人件費割合要件 新規雇用失業者の人件費 事業開始時の初期投資等を勘案し、人件
の緩和 割合１／２以上 費割合を緩和すること。

○両基金間での流用のイメージ
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２２２２ 中小企業緊急雇用安定助成金中小企業緊急雇用安定助成金中小企業緊急雇用安定助成金中小企業緊急雇用安定助成金のののの充実充実充実充実についてについてについてについて

【【【【現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《政府の検討状況等》
◇政府は１０月２３日に「緊急雇用対策」を策定し、「現下の厳しい雇

用情勢に対応して急がれる取組を早急に実施する」こととしている。
◇この対策の中で、「雇用維持支援の強化」として、「雇用調整助成金の

支給要件緩和等」が盛り込まれ、「出向に係る助成金の支給要件の緩
和」や「支給事務の迅速化」、「申請様式の改正」等が実施されること
になった。

《現状》
■■■■中小企業緊急雇用安定助成金中小企業緊急雇用安定助成金中小企業緊急雇用安定助成金中小企業緊急雇用安定助成金のののの休業等実施計画受理状況休業等実施計画受理状況休業等実施計画受理状況休業等実施計画受理状況

（（（（H20年年年年 12月月月月～～～～ H21年年年年 9月月月月のののの累計累計累計累計［［［［10かかかか月間月間月間月間］］］］))))
全 国全 国全 国全 国 520,509事業所事業所事業所事業所（（（（対象者数対象者数対象者数対象者数：：：：13,432,770人人人人））））
徳島県徳島県徳島県徳島県 1,846事業所事業所事業所事業所（（（（対象者数対象者数対象者数対象者数：：：： 44,693人人人人））））

《課題》
○厳しい雇用情勢が続くことが懸念されることから、「３年間で３００日」

という支給限度日数の撤廃が必要である。

○人手が少なく、行政手続きに不慣れな中小企業でも助成金の申請ができ
るように相談体制の充実が必要である。

戦略的経済対策に向けて

【【【【徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》

①①①① 労働者労働者労働者労働者のののの雇用雇用雇用雇用をををを守守守守るためるためるためるため、、、、
中小企業緊急雇用安定助成金中小企業緊急雇用安定助成金中小企業緊急雇用安定助成金中小企業緊急雇用安定助成金をををを拡充拡充拡充拡充することすることすることすること。。。。

解雇を最小限に食い止める「雇用のセーフティネット」としての機能
を果たしている中小企業緊急雇用安定助成金について、現在の「３年間
で３００日」という制限を撤廃し、１年間で２００日分の助成を中小企
業の景況感が回復するまでの間、継続して支給できるように制度を拡充
すること。

②②②② 助成制度助成制度助成制度助成制度をををを有効有効有効有効にににに活用活用活用活用するためするためするためするため、、、、ハローワークハローワークハローワークハローワークのののの相談支援体制相談支援体制相談支援体制相談支援体制のののの
充実充実充実充実をををを図図図図ることることることること。。。。

人手が少なく、行政手続きに不慣れな中小企業でも助成金の申請がで
きるように、申請に関する相談や書類作成の支援を行う「相談員」を設
置し、助成制度が有効に活用できるよう相談体制の充実を図ること。
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＜参考＞

○ 徳島県内の中小企業経営者の声

５月中旬から「緊急出前相談」として約２００社の企業を訪問し、

厳しい経営環境のもと頑張っている経営者の方々からの御要望をお聞きし、

スピード感をもって県施策に反映。

・中小企業緊急雇用安定助成金がなければ正規従業員を解雇し

なければならない。

雇用関係 ・内部留保、助成金を使い何とか営業を続けられている。

・助成金申請に関する添付書類が多く手続も煩雑で時間がかか

りすぎる。

・見本市や商談会などの機会を提供してもらいたい。

販路拡大 ・地場産業や県産品を積極的にＰＲしてほしい。

・新商品開発に結びつく技術開発への支援をしていただきたい。

・人材確保及び人材育成への支援を行っていただきたい。
そ の 他

・融資制度の拡充及び要件緩和をしてほしい。 等

○ 中小企業緊急雇用安定助成金制度の拡充のイメージ
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３３３３ 事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置・・・・運営等助成金制度運営等助成金制度運営等助成金制度運営等助成金制度のののの拡充拡充拡充拡充についてについてについてについて

【【【【現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《政府の検討状況等》
◇今後の経済財政運営に当たっては、「雇用」「環境」「子ども」に重点

を置き、これらを通じて景気の浮揚と将来の成長を目指していく方針。

◇緊急対応策としての雇用維持支援、「貧困・困窮者、新卒者」支援、
「雇用創造策」の拡充・強化と、中長期的な「雇用戦略」の展開を視
野に入れた「先導的取組」による経済対策を取りまとめる方針。

《現状》
■中小企業事業主が事業所内保育施設の新設に要した経費の３分の２を受

給できるのは、平成１９年４月１日から平成２２年３月３１日までに運
営を開始した場合に限られている。

■事業所内保育施設の助成要件である乳幼児定員１０人以上の施設を設置
するのは、中小零細企業が大部分を占める本県では極めて困難な状況に
ある。

■この助成金の活用は、１事業主１施設に限られていることから、事業主
が複数の施設を設置する場合には、助成金の対象とならず、従業員間の
不均衡や共同設置の阻害要因となっている。

《課題》
○本年１０月２９日に「事業所内保育施設設置推進検討会」を設置し、施

設の整備促進に向けて取り組みを進めているが、事業所内保育施設設置
・運営等助成制度の要件が厳しいとの声が寄せられている。

戦略的経済対策に向けて

【【【【徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》

仕事仕事仕事仕事とととと家庭家庭家庭家庭のののの両立両立両立両立をををを支援支援支援支援しししし、、、、働働働働きながらきながらきながらきながら子子子子どもをどもをどもをどもを育育育育てやすいてやすいてやすいてやすい職場職場職場職場づくりづくりづくりづくり
のののの整備促進及整備促進及整備促進及整備促進及びびびび待機児童待機児童待機児童待機児童のののの解消解消解消解消をををを支援支援支援支援するためするためするためするため、、、、
事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置・・・・運営等助成金運営等助成金運営等助成金運営等助成金をををを拡充拡充拡充拡充することすることすることすること。。。。

① 中小企業が、事業所内保育施設の設置に要した費用の３分の２を受給
できる期間を延長すること。

② 中小企業が事業規模に応じて設置できるよう、乳幼児の定員要件を緩
和すること。

③ 零細企業による保育施設の整備を促進するため、共同設置に対する助
成率を引き上げること。

④ 事業主が複数の施設を設置する場合においても、助成対象とすること。
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＜参考＞

（１）国の現行施策
・事業主は、設置に要した費用の２分の１（限度額２，３００万円）を受

給できるが、中小企業事業主については、平成２２年３月３１日までに
運営を開始した場合、費用の３分の２（限度額２，３００万円）を受給
できる。

・助成金の対象となる定員は，乳幼児１０人以上。
・定員の半数以下については、地域の子を入所させることができる。
・助成回数は、１事業主１施設に限る（定員増の増築等は、除く。）。

●助成対象となる設置費は、
①事業所内保育施設の設置（新築・購入・既存建物の増改築）に要した
費用のうち、建築費、工事費及び設計監督料

②定員増（５人以上の定員増、かつ、３５ｍ２以上の面積増等）に伴っ
て増築又は建て替えを行い、運営を再開した場合の建築費、工事費及
び設計監督料

（２）本県の設置状況
認可外保育施設（事業所内保育施設）
３６施設（院内：２８施設 企業内：８施設）

（３）共同設置のメリット
・単独設置に比べ経費削減
・乳幼児の安定的な確保が可能

【【【【事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置事業所内保育施設設置にににに向向向向けたけたけたけた取取取取りりりり組組組組みみみみ】】】】
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Ⅱ 緊急経済対策

４４４４ 産業構造産業構造産業構造産業構造のののの変革変革変革変革にににに伴伴伴伴うううう業種転換支援業種転換支援業種転換支援業種転換支援についてについてについてについて

【【【【現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《政府の検討状況等》
◇「コンクリートから人へ」の理念に立って、過去の景気対策において

行われてきたばら捲きや、公共事業・ハコモノに偏重した予算の使い
方を根底から見直す。

◇緊急対応策としての雇用維持支援、「雇用創造策」の拡充・強化と、
中長期的な「雇用戦略」の展開を視野に入れた「先導的取組」による
経済対策を取りまとめる方針。

《現状》
■公共事業公共事業公共事業公共事業がががが年年年年々々々々減少減少減少減少しておりしておりしておりしており、、、、建設業建設業建設業建設業におけるにおけるにおけるにおける倒産件数倒産件数倒産件数倒産件数のののの増加増加増加増加
■■■■ピークピークピークピーク時時時時にににに比比比比べべべべ建設投資額建設投資額建設投資額建設投資額はははは６６６６割減割減割減割減、、、、建設業許可業者数建設業許可業者数建設業許可業者数建設業許可業者数はははは２２２２割減割減割減割減とととと供給供給供給供給

過剰過剰過剰過剰
■建設業建設業建設業建設業のののの離職者等離職者等離職者等離職者等をををを本県農林水産業本県農林水産業本県農林水産業本県農林水産業のののの将来将来将来将来のののの「「「「担担担担いいいい手手手手」」」」としてとしてとしてとして受受受受けけけけ入入入入れれれれ

るためるためるためるため、、、、「「「「農山漁村農山漁村農山漁村農山漁村ふるさとふるさとふるさとふるさと回帰回帰回帰回帰プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト」」」」をををを立立立立ちちちち上上上上げげげげ、、、、積極的積極的積極的積極的にににに
就業就業就業就業をををを支援支援支援支援

《課題》
○公共事業の減少は、特にこれに大きく依存する中山間地域の雇用喪失や

地域経済の崩壊が懸念
○新規就農者の農業用機械・施設等の取得を助成する「新規就農定着促進

事業」が１１月末で終了。また、建設業等の法人が支援対象外
○本格的に林業に取り組むための「経営ノウハウ」や「技術の習得」が不

十分であり、森林所有者から受託する施業地の確保が進まないなど、事
業体の経営に大きな不安

戦略的経済対策に向けて

【【【【徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》
①①①① 建設業建設業建設業建設業からからからから新分野新分野新分野新分野へのへのへのへの業種転換業種転換業種転換業種転換をををを支援支援支援支援するためするためするためするため、、、、人材人材人材人材のののの育成育成育成育成やややや経営経営経営経営

基盤基盤基盤基盤をををを安定安定安定安定させるさせるさせるさせる施策施策施策施策をををを講講講講じることじることじることじること。。。。

◇従業員の新分野に関する研修に助成すること。

◇経営基盤を安定させるための転業計画策定に対して助成すること。

◇建設業における「経営事項審査」に「積極的な評価となる項目」を
新たに設置すること。

②②②② 農林業農林業農林業農林業へのへのへのへの新規参入新規参入新規参入新規参入やややや新規就業新規就業新規就業新規就業をををを促進促進促進促進するためするためするためするため、、、、機械機械機械機械・・・・施設等施設等施設等施設等のののの整整整整
備備備備やややや関係者関係者関係者関係者のののの受入活動受入活動受入活動受入活動をををを支援支援支援支援することすることすることすること。。。。

◇「新規就農定着促進事業」について、切れ目なく実施するとともに、
建設業等の法人が支援対象となるよう制度を充実すること。

◇建設業者等がノウハウを習得するためには、相当の経験が必要である
ことから、初期段階の三年間程度（トライアル期）の参入事業体に対
して支援を行い、早期の自立を促進すること。
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＜参考＞
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５５５５ 中小企業中小企業中小企業中小企業にににに対対対対するするするする金融支援金融支援金融支援金融支援のののの強化強化強化強化・・・・充実充実充実充実についてについてについてについて

【【【【現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《政府の検討状況等》
◇雇用・環境対策に加え金融対策等による景気下支えを図るため、

金融セーフティネットの確保等が検討されている。

・緊急保証、セーフティネット貸付けの延長等

《現状》
■県内中小企業県内中小企業県内中小企業県内中小企業のののの約約約約２４０２４０２４０２４０社社社社にににに対対対対しししし、、、、県商工労働部幹部職員県商工労働部幹部職員県商工労働部幹部職員県商工労働部幹部職員によるによるによるによる「「「「緊急緊急緊急緊急

出前相談出前相談出前相談出前相談」」」」をををを実施実施実施実施しししし、、、、多多多多くのくのくのくの経営者経営者経営者経営者からはからはからはからは依然依然依然依然としてとしてとしてとして厳厳厳厳しいしいしいしい経営状況経営状況経営状況経営状況にににに
あるとのあるとのあるとのあるとの「「「「生生生生のののの声声声声」」」」をいただいているをいただいているをいただいているをいただいている。。。。

■県内中小企業県内中小企業県内中小企業県内中小企業のののの多多多多くがくがくがくが「「「「緊急保証制度緊急保証制度緊急保証制度緊急保証制度」」」」をををを利用利用利用利用していることをしていることをしていることをしていることを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、
県県県県としてもとしてもとしてもとしても「「「「中小企業向中小企業向中小企業向中小企業向けけけけ融資制度融資制度融資制度融資制度」」」」においてにおいてにおいてにおいて「「「「緊急保証制度緊急保証制度緊急保証制度緊急保証制度」」」」をををを利用利用利用利用
できるできるできるできる「「「「セーフティネットセーフティネットセーフティネットセーフティネット資金資金資金資金」」」」をををを改正改正改正改正するなどするなどするなどするなど中小企業中小企業中小企業中小企業のののの資金繰資金繰資金繰資金繰りりりり円円円円
滑化支援滑化支援滑化支援滑化支援をををを行行行行いいいい、「、「、「、「県内経済県内経済県内経済県内経済のののの危機回避危機回避危機回避危機回避」」」」にににに一定一定一定一定のののの効果効果効果効果がががが上上上上がっているがっているがっているがっている。。。。

《課題》
○厳しい経済情勢の中、引き続き、中小企業の資金繰り円滑化を図り、中

小企業の経営基盤を充実・強化するため、信用保証協会を活用した「緊
急保証制度」及び日本政策金融公庫による「セーフティネット貸付け」
の延長等を行う必要がある。

戦略的経済対策に向けて

【【【【徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》
①①①① 中小企業中小企業中小企業中小企業がががが経済情勢経済情勢経済情勢経済情勢のののの変化変化変化変化にににに的確的確的確的確にににに対応対応対応対応しししし、、、、安定安定安定安定したしたしたした経営経営経営経営がががが行行行行えるよえるよえるよえるよ

うううう「「「「緊急保証制度緊急保証制度緊急保証制度緊急保証制度」、」、」、」、「「「「セーフティネットセーフティネットセーフティネットセーフティネット貸付貸付貸付貸付けけけけ」」」」をををを平成平成平成平成２２２２２２２２年度年度年度年度においにおいにおいにおい
てもてもてもても延長延長延長延長するとともにするとともにするとともにするとともに、「、「、「、「緊急保証制度緊急保証制度緊急保証制度緊急保証制度」」」」のののの指定業種指定業種指定業種指定業種のののの拡大拡大拡大拡大をををを図図図図ることることることること。。。。

「緊急保証制度」、「セーフティネット貸付け」は中小企業の資金繰り
の生命線となっており、同制度の延長と更なる充実・強化を図ることで、
中小企業の資金繰り円滑化を万全とする必要がある。

②②②② 「「「「緊急保証制度緊急保証制度緊急保証制度緊急保証制度」」」」のののの延長延長延長延長によってによってによってによって、、、、信用保証協会信用保証協会信用保証協会信用保証協会におけるにおけるにおけるにおける代位弁済代位弁済代位弁済代位弁済がががが
増加増加増加増加しししし経営経営経営経営にににに影響影響影響影響をををを与与与与えることがえることがえることがえることが危惧危惧危惧危惧されるためされるためされるためされるため、、、、中小企業中小企業中小企業中小企業にににに対対対対するするするする円円円円
滑滑滑滑なななな資金供給資金供給資金供給資金供給にににに支障支障支障支障がががが生生生生じることがないようじることがないようじることがないようじることがないよう、、、、信用保証協会信用保証協会信用保証協会信用保証協会のののの経営基盤経営基盤経営基盤経営基盤
のののの充実充実充実充実・・・・強化強化強化強化についてについてについてについて支援支援支援支援することすることすることすること。。。。

「百年に一度」といわれる経済危機に際し、信用保証協会の経営基盤
を充実・強化を支援することで、中小企業に対する円滑な資金供給に支
障が生じることがないようにすることが必要である。
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＜参考＞

徳島県における緊急保証制度の利用状況等

１ 四国における徳島県の緊急保証の状況（H21.10末現在)

・制度創設、年末の資金繰り需要もあり、昨年１１～１２月は大幅に増加

保証承諾実績 徳島県（Ａ） 四国全体（Ｂ） 徳島県の構成比（Ａ／Ｂ）

件 数 5,892 21,885 26.9 ％

金額（百万円） 81,003 313,921 ※ 25.8 ％

※制度創設当初 H20.11末：56.2％

２ 徳島県の新規保証承諾額の状況

・制度創設、年末の資金繰り需要もあり、昨年１１～１２月は大幅に増加
・年明けからは落ち着きつつあるが増加基調は継続、単月の実績は４０～５０億で推移

（平成２０年度） （単位：百万円）

新規保証承諾額 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平成 19年度（Ａ） 8,273 7,688 8,016 4,613 4,947 5,302

平成 20年度（Ｂ） 3,674 19,415 21,199 7,536 7,135 6,685

うち緊急保証分 17,492 19,110 6,095 5,076 4,519

対前年度比（B/A） 44.4％ 252.5％ 264.5％ 163.4％ 144.2％ 126.1％

（平成２１年度） （単位：百万円）

新規保証承諾額 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

平成 20年度（Ａ） 4,549 6,569 5,993 5,146 4,141 5,103 3,674

平成 21年度（Ｂ） 7,239 6,385 8,185 5,956 5,593 5,884 6,878

うち緊急保証分 4,839 4,388 5,396 4,253 3,789 3,574 3,994

対前年度比（B/A） 159.1％ 97.2％ 136.6％ 115.7％ 135.1％ 115.3％ 187.2％

３ 緊急保証制度及びセーフティネット貸付けの全国利用状況

緊急保証枠３０兆円 実績１５．３兆円（１１／１２現在）
セーフティネット貸付枠１５．１兆円 実績４．８兆円（１１／１１現在）

４ 緊急保証制度における指定業種の拡大状況

（業種数）
Ｈ２０．１０．３１ １８５→５４５
Ｈ２０．１１．１４ ５４５→６１８
Ｈ２０．１２．１０ ６１８→６９８
Ｈ２１． ２．２７ ６９８→７６０
Ｈ２１． ６．２３ ７６０→７８１
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６６６６ 地域主権推進交付金地域主権推進交付金地域主権推進交付金地域主権推進交付金（（（（仮称仮称仮称仮称））））のののの創設等創設等創設等創設等についてについてについてについて

【【【【現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《政府の検討状況等》
◇「内需拡大」と「新産業育成」による景気浮揚を目指し、中長期の

「経済成長戦略」を年内にも策定する方針を示している。
◇その一環として、「雇用」や「環境」、「景気」を対策の柱とする

「平成２１年度２次補正予算」の編成が検討されている。

《現状》
■■■■我我我我がががが国国国国はははは、「、「、「、「百年百年百年百年にににに一度一度一度一度のののの経済危機経済危機経済危機経済危機」」」」にににに直面直面直面直面しておりしておりしておりしており、、、、本県本県本県本県においてもにおいてもにおいてもにおいても、、、、
「「「「有効求人倍率有効求人倍率有効求人倍率有効求人倍率」」」」やややや「「「「完全失業率完全失業率完全失業率完全失業率」」」」はははは、、、、依然極依然極依然極依然極めてめてめてめて低低低低いいいい水準水準水準水準（（（（最悪水準最悪水準最悪水準最悪水準））））
にありにありにありにあり、、、、切切切切れれれれ目目目目ないないないない「「「「景気対策景気対策景気対策景気対策」」」」がががが求求求求められているめられているめられているめられている。。。。

■■■■しかしながらしかしながらしかしながらしかしながら、、、、地方地方地方地方においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、平成平成平成平成１６１６１６１６年度以降年度以降年度以降年度以降のののの地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税のののの大幅大幅大幅大幅
削減削減削減削減によりによりによりにより、、、、退職者退職者退職者退職者のののの不補充不補充不補充不補充やややや給与給与給与給与カットカットカットカットなどなどなどなど、、、、非常非常非常非常にににに厳厳厳厳しいしいしいしい財政運営財政運営財政運営財政運営
をををを強強強強いられておりいられておりいられておりいられており、、、、国国国国のののの「「「「２２２２次補正予算次補正予算次補正予算次補正予算」」」」にににに伴伴伴伴いいいい、、、、追加追加追加追加のののの地方負担地方負担地方負担地方負担がががが生生生生
じるじるじるじる場合場合場合場合にはにはにはには、、、、地方地方地方地方としてとしてとしてとして前向前向前向前向きにきにきにきに協力協力協力協力をすることがをすることがをすることがをすることが、、、、難難難難しいしいしいしい状況状況状況状況とととと
なっているなっているなっているなっている。。。。

《課題》
○国の「２次補正予算」を真に実効性あるものとするためには、「地域主

権を確立する」観点からも、地方が事業主体となり、その実態にあった、
きめ細やかな施策を展開することが不可欠である。このため、国の「２
次補正予算」に対し、地方が積極的に協力できるよう、大幅な地方負担
の軽減策を講じる必要がある。

○また、厳しい地方財政や景気低迷により、自治体間の「格差」が大幅に
拡大をしている現状を踏まえ、国の「２次補正予算」は、「格差是正」
の観点をもって取り組む必要がある。

戦略的経済対策に向けて

【【【【徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》

①①①① 地方地方地方地方がががが、、、、地域地域地域地域のののの実情実情実情実情にあわせたにあわせたにあわせたにあわせた、、、、機動的機動的機動的機動的でででで創意工夫創意工夫創意工夫創意工夫をををを凝凝凝凝らしたらしたらしたらした対策対策対策対策をををを
実施実施実施実施できるようできるようできるようできるよう、、、、自由度自由度自由度自由度のののの高高高高いいいい「「「「新新新新たなたなたなたな交付金交付金交付金交付金（（（（地域主権推進交付金地域主権推進交付金地域主権推進交付金地域主権推進交付金（（（（仮仮仮仮
称称称称））））））））」」」」をををを創設創設創設創設することすることすることすること。。。。

②②②② 「「「「新新新新たなたなたなたな交付金交付金交付金交付金」」」」のののの配分配分配分配分にににに当当当当たってはたってはたってはたっては、、、、財政力財政力財政力財政力のののの弱弱弱弱いいいい自治体自治体自治体自治体やややや社会資社会資社会資社会資
本整備本整備本整備本整備がががが遅遅遅遅れているれているれているれている地域地域地域地域へへへへ、、、、「「「「重点配分重点配分重点配分重点配分」」」」をすることをすることをすることをすること。。。。

③③③③ 法律補助法律補助法律補助法律補助のののの地方負担部分地方負担部分地方負担部分地方負担部分といったといったといったといった「「「「新新新新たなたなたなたな交付金交付金交付金交付金」」」」がががが充当充当充当充当できないできないできないできない際際際際
にににに「「「「地方債地方債地方債地方債」」」」をををを活用活用活用活用するするするする場合場合場合場合はははは、、、、地方負担地方負担地方負担地方負担にににに対対対対しししし、、、、適切適切適切適切なななな財政措置財政措置財政措置財政措置をををを行行行行
いいいい、、、、負担負担負担負担のののの軽減軽減軽減軽減をををを図図図図ることることることること。。。。
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＜参考＞
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Ⅲ 新成長戦略

７７７７ 低炭素社会実現低炭素社会実現低炭素社会実現低炭素社会実現にににに向向向向けたけたけたけた新成長戦略新成長戦略新成長戦略新成長戦略のののの展開展開展開展開についてについてについてについて

【【【【現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《政府の検討状況等》
◇地球温暖化対策の分野における優れた技術や人材等の強みを活かし、

産業競争力を強化するための「新しい成長戦略」の検討に着手。

《現状》
■百年に一度といわれる厳しい経済環境に直面している。
■省エネ技術、太陽光発電、ＬＥＤ、リチウムイオン電池など、世界最先

端の技術や製品を有している。
《課題》

○個々の環境関連技術は優れているものの、育成・普及等の戦略性に乏し
く、技術の優位性を経済成長に活かし切れていない。

戦略的経済対策に向けて

【【【【徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》

①①①① それぞれのそれぞれのそれぞれのそれぞれの地域地域地域地域がががが有有有有するするするする環境先端技術環境先端技術環境先端技術環境先端技術をををを活活活活かしたかしたかしたかした産業産業産業産業のののの振興振興振興振興やややや「「「「エネエネエネエネ
ルギールギールギールギーのののの地産地消地産地消地産地消地産地消」」」」のののの取組取組取組取組をををを強力強力強力強力にににに推進推進推進推進するためするためするためするため、、、、
現行現行現行現行のののの「「「「地域地域地域地域グリーンニューディールグリーンニューディールグリーンニューディールグリーンニューディール基金基金基金基金」」」」をををを刷新刷新刷新刷新しししし、、、、大幅大幅大幅大幅なななな要件要件要件要件のののの見見見見
直直直直しとしとしとしと拡充拡充拡充拡充をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。

◇「地域グリーンニューディール基金」は、地方公共団体が地域の実情
に即した地球温暖化対策を進めていく上で有効な施策であるが、環境
技術開発など、産業振興のための支援は対象となっていない。

◇また、新・省エネルギー設備の導入にあたっては、複合的又は一体的
な整備が必要であるほか、環境対応車の購入が支援対象外であるなど
の制約がある。

◇地域におけるＬＥＤや太陽光発電を活かした施設の整備、また、中山
間地域や漁村部が持つ豊富な自然エネルギーを活用した「エネルギー
の地産地消」の取組を強力に推進する観点からも、現行の「地域グリ
ーンニューディール基金」の大幅な見直しと拡充を行う必要がある。

②②②② ＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤややややリチウムイオンリチウムイオンリチウムイオンリチウムイオン電池電池電池電池などのなどのなどのなどの環境先端技術環境先端技術環境先端技術環境先端技術をををを活用活用活用活用したしたしたした公共設備公共設備公共設備公共設備
等等等等のののの全国導入全国導入全国導入全国導入をををを促進促進促進促進するなどするなどするなどするなど、、、、需要創出需要創出需要創出需要創出のためののためののためののための対策対策対策対策をををを講講講講じることじることじることじること。。。。

◇例えば、ＬＥＤ・リチウムイオン電池等を活用した非常用信号機電源
付加装置や道路照明灯などを全国規模で導入するとともに、ＬＥＤ照
明のエコポイント対象化を行うなど、需要創出のための対策を積極的
に推進する必要がある。

③③③③ 米国米国米国米国やややや韓国韓国韓国韓国、、、、中国中国中国中国などなどなどなど、、、、各国各国各国各国のののの状況状況状況状況をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、自動車用自動車用自動車用自動車用リチウムイオリチウムイオリチウムイオリチウムイオ
ンンンン電池電池電池電池のののの開発開発開発開発をををを国家戦略国家戦略国家戦略国家戦略としてとしてとしてとして推進推進推進推進するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、早急早急早急早急ににににメーカーメーカーメーカーメーカー間間間間でででで
異異異異なるなるなるなる規格規格規格規格・・・・形状形状形状形状をををを統一統一統一統一することすることすることすること。。。。

またまたまたまた、、、、併併併併せてせてせてせて、、、、電気自動車電気自動車電気自動車電気自動車のののの急速充電急速充電急速充電急速充電スタンドスタンドスタンドスタンドのののの設置設置設置設置をさらにをさらにをさらにをさらに加速加速加速加速すすすす
ることることることること。。。。
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＜参考＞

●●●●「「「「エネルギーエネルギーエネルギーエネルギーのののの地産地消地産地消地産地消地産地消」」」」とととと徳島県徳島県徳島県徳島県のののの取組取組取組取組についてについてについてについて
・「エネルギーの地産地消」とは、地域のエネルギー需要を太陽光や風力、

水力、木質バイオマスなど地域で生み出した自然エネルギーで賄おうとす
る取組

［徳島県における取組事例］
・上勝町・・・・”彩り”で有名な上勝町では、重油ボイラーに替えて、

地域の間伐材を温泉施設の木質ボイラー燃料として活用
・三好市・・・・搾油用ナタネ栽培などによるバイオディーゼル燃料化

（菜の花プロジェクト）に挑戦
・佐那河内村・・民間企業が開発した大型風力発電施設（大川原ウイ

ンドファーム）を活用した地域活性化を推進

←←←←上勝町上勝町上勝町上勝町
月月月月ヶヶヶヶ谷温泉木質谷温泉木質谷温泉木質谷温泉木質ﾎﾎﾎﾎﾞ゙゙゙ｲﾗｰｲﾗｰｲﾗｰｲﾗｰ

佐那河内村佐那河内村佐那河内村佐那河内村
大川原大川原大川原大川原ｳｲﾝﾄｳｲﾝﾄｳｲﾝﾄｳｲﾝﾄ ﾞ゙゙゙ﾌｧｰﾑﾌｧｰﾑﾌｧｰﾑﾌｧｰﾑ→→→→

●●●●ＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤ・・・・リチウムイオンリチウムイオンリチウムイオンリチウムイオン電池電池電池電池をををを活用活用活用活用したしたしたした公共設備等公共設備等公共設備等公共設備等のののの導入導入導入導入についてについてについてについて
・徳島県では、世界最大の「ＬＥＤメーカー」と「リチウムイオン電池工場」

が共に立地する地域特性を活かし、「ＬＥＤ」を活用した「道路照明灯」
や「ＬＥＤ」と「リチウムイオン電池」を組み合わせた「非常用信号機電
源付加装置」などの公共設備等の開発・導入に取り組んでいる。

●●●●徳島県内徳島県内徳島県内徳島県内のののの急速充電急速充電急速充電急速充電スタンドスタンドスタンドスタンドについてについてについてについて
・徳島県内の電気自動車の急速充電

スタンドは、確認できているもの
で、わずか１カ所のみ(四国電力㈱徳島支店) →→→→

「「「「非常用信号機電源付加装置非常用信号機電源付加装置非常用信号機電源付加装置非常用信号機電源付加装置」」」」

停電が起きたときに自動的に電源を供給して、信号機を正常に動かす装置

本体内部 設置状況

ＬＥＤ信号機

非常用信号機電源付加装置

リチウムイオン電池
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８８８８ 地球温暖化対策地球温暖化対策地球温暖化対策地球温暖化対策のののの推進推進推進推進についてについてについてについて

【【【【現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《政府の検討状況等》
◇２０２０年までの温室効果ガス２５％削減目標の達成に向け、「チャ

レンジ２５プロジェクト」などの施策や地球温暖化対策税の導入が検
討されている。

◇成長戦略として地球温暖化対策を推進するため、即効性の高い施策と
して、住宅・建築物のエコ化等が検討されている。

《現状》
■現在、温室効果ガスの排出量が、基準年（１９９０年）を上回る状況にある。

（２００７年度の確定値：８.７％増、２００８年度の速報値：１.９％増）

《課題》
○２５％削減の目標を達成するためには、国民一人ひとりの主体的かつ実

践的な取組を促す必要がある。

戦略的経済対策に向けて

【【【【徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》

①①①① 国民一人国民一人国民一人国民一人ひとりのひとりのひとりのひとりの主体的主体的主体的主体的かつかつかつかつ実践的実践的実践的実践的なななな活動活動活動活動をををを促進促進促進促進するためするためするためするため、、、、各都道府各都道府各都道府各都道府
県県県県にににに「「「「環境教育推進環境教育推進環境教育推進環境教育推進センターセンターセンターセンター（（（（仮称仮称仮称仮称））））」」」」をををを設置設置設置設置することすることすることすること。。。。

◇２０２０年度までの温室効果ガス２５％削減目標の達成のためには、
国民一人ひとりの「意識改革」はもとより、新・省エネ設備の導入や
３Ｒの実践など、より具体的かつ効果的な「実践・行動の取組」が必
要である。

◇このため、多様な主体が行う様々な環境実践活動や環境学習・教育を
推進するための拠点となる「環境教育推進センター（仮称）」を各都
道府県に設置する必要がある。

②②②② 多多多多くのくのくのくの国民国民国民国民にににに新新新新・・・・省省省省エネエネエネエネ設備設備設備設備のののの導入導入導入導入をををを促促促促すためすためすためすため、、、、民間企業民間企業民間企業民間企業がががが行行行行うううう複合複合複合複合
的的的的なななな環境環境環境環境モデルハウスモデルハウスモデルハウスモデルハウスのののの整備整備整備整備をををを支援支援支援支援するするするする「「「「環境生活提案環境生活提案環境生活提案環境生活提案モデルモデルモデルモデル事業事業事業事業（（（（仮仮仮仮
称称称称））））」」」」をををを創設創設創設創設することすることすることすること。。。。

◇より多くの国民に、新・省エネ設備の導入を促すためには、温室効果
ガスの削減効果が高い新・省エネ設備を具体的に示し、体験いただき
ながら、その有用性を認識していただくことが有効である。

◇このため、地域グリーンニューディール基金やエコポイント制度など
を活用し、民間企業が行う太陽光や小型風力発電、ヒートポンプやコ
ージェネレーション、ＬＥＤ照明等の新・省エネ設備を複合的に備え
た環境モデルハウスの整備を支援する「環境生活提案モデル事業（仮
称）」を創設する必要がある。
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＜参考＞
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９９９９ 新成長戦略新成長戦略新成長戦略新成長戦略にににに基基基基づくづくづくづく社会資本整備社会資本整備社会資本整備社会資本整備のののの促進促進促進促進についてについてについてについて

【【【【現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《政府の検討状況等》
◇足元の景気の下支えと、未来に向けた我が国の持続的な成長力の強化

を共に実現すべく、ばら撒きではなく焦点を絞った、確固たる戦略に
基づく資源配分を行う。

《現状》
■本県の社会資本の整備状況

・高速道路・地域高規格道路の供用率 ５８％、４車線なし
・高速道路網と直結した「複合一貫輸送ターミナル」の整備に着手(H21)
・汚水処理人口普及率 ４５．８％（全国最下位）
・緊急輸送路を補完する農道の整備率 ２３％

《課題》
○成長力を支える高規格道路のミッシングリンクが存在
○国内物流の「地域ブロックの拠点」となる港湾と高速道路が未整備
○全国最下位の汚水処理施設の整備や低所得者世帯における資金調達困難

等による接続率の低迷
○本県農業の基幹であるブランド戦略の推進や、中山間地域の生産流通を

支えるとともに、緊急輸送路を補完する農道整備の遅れ

【【【【徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》
①①①① 新時代新時代新時代新時代にににに対応対応対応対応しししし、、、、都市都市都市都市とととと地方地方地方地方がががが共栄共栄共栄共栄するためするためするためするため、、、、「「「「成長成長成長成長エンジンエンジンエンジンエンジン」」」」やややや

「「「「未来創造未来創造未来創造未来創造のののの基盤基盤基盤基盤」」」」となるとなるとなるとなる社会資本整備社会資本整備社会資本整備社会資本整備をををを戦略的戦略的戦略的戦略的にににに推進推進推進推進することすることすることすること。。。。

◇大都市への生鮮食料品の供給や観光交流の促進等、地方のみならず
大都市にもメリットがある全国的ネットワークを形成する高規格道路
の整備

◇高速道路網と直結し、国内物流や地域経済の活性化、災害時の緊急
物資の輸送に大きな役割を果たす複合一貫輸送ターミナルなどの地方
における「拠点港湾」の整備

◇下水道、集落排水、合併処理槽など、各地域の実情に合った「汚水
処理施設整備」やその「接続促進」について、地方が一体的に整備で
きる財源システムの構築

◇中山間地域を中心とした農業振興や活性化、また、地震時や災害時に
緊急輸送路を補完する農道整備事業の継続

②②②② 社会資本整備社会資本整備社会資本整備社会資本整備についてはについてはについてはについては、、、、優先順位優先順位優先順位優先順位やややや必要性必要性必要性必要性、、、、地域地域地域地域のののの実情実情実情実情などなどなどなど、、、、
「「「「地域地域地域地域のののの声声声声」」」」をををを聞聞聞聞いていていていて反映反映反映反映させるとともにさせるとともにさせるとともにさせるとともに、、、、更更更更ににににフィードバックフィードバックフィードバックフィードバックさせるさせるさせるさせる
仕組仕組仕組仕組みをみをみをみを創創創創ることることることること。。。。

戦略的経済対策に向けて
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１０１０１０１０ 新成長戦略新成長戦略新成長戦略新成長戦略にににに基基基基づくづくづくづく研究開発実用化研究開発実用化研究開発実用化研究開発実用化についてについてについてについて

【【【【現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《政府の検討状況等》
◇「行政刷新会議ワーキング・グループ」による「事業仕分け」の中で、

「地域科学技術振興・産学官連携」については、「廃止」の評価結果
が出ている。

◇この事業の中には、競争的環境のもと、産学官が連携して新事業や新
産業の創出を進める「知的クラスター創成事業（グローバル拠点育成型）」
等が含まれている。

《現状》
■知的知的知的知的クラスタークラスタークラスタークラスター創成事業実施状況創成事業実施状況創成事業実施状況創成事業実施状況

全国全国全国全国 １３１３１３１３地域地域地域地域

■徳島県徳島県徳島県徳島県におけるにおけるにおけるにおける知的知的知的知的クラスタークラスタークラスタークラスター創成事業創成事業創成事業創成事業（（（（グローバルグローバルグローバルグローバル拠点育成型拠点育成型拠点育成型拠点育成型））））
実施状況実施状況実施状況実施状況（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ２１２１２１２１～Ｈ～Ｈ～Ｈ～Ｈ２５ ５２５ ５２５ ５２５ ５ヶヶヶヶ年事業年事業年事業年事業：：：：３３３３億円億円億円億円／／／／年年年年））））

本県本県本県本県がががが目指目指目指目指すすすす健康健康健康健康・・・・医療医療医療医療クラスタークラスタークラスタークラスター構想構想構想構想（（（（糖尿病糖尿病糖尿病糖尿病クラスタークラスタークラスタークラスター形成形成形成形成））））のののの
中核的事業中核的事業中核的事業中核的事業としてとしてとしてとして実施実施実施実施。。。。

徳島大学徳島大学徳島大学徳島大学をををを中心中心中心中心にににに１９１９１９１９のののの研究開発機関研究開発機関研究開発機関研究開発機関とととと企業企業企業企業１８１８１８１８社社社社がががが参画参画参画参画

《課題》
○本事業の「廃止」は、地域が推進するクラスター形成に多大な影響があ

るばかりか、国家プロジェクトが滞ることで、国の成長戦略に悪影響を
及ぼしかねない。

○将来、世界の糖尿病人口の半数を占めるアジア型糖尿病の研究は、日本
・中国のどちらがイニシアチブをとるかの瀬戸際。

○科学技術振興は、技術の実用・産業化が課題であるところ、地域単位で
あれば産学官がより機動的に連携することが可能。

○単年度事業と異なり、複数年次での実施を国として公式に表明し、競争
的かつ透明な手続きのもとで、国家プロジェクトとして選定されたとい
う手続き・経緯がある。

戦略的経済対策に向けて

【【【【徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》

①①①① 我我我我がががが国国国国のののの将来将来将来将来のののの成長産業成長産業成長産業成長産業であるであるであるである健康健康健康健康・・・・医療分野医療分野医療分野医療分野でのでのでのでの研究研究研究研究・・・・産業振興産業振興産業振興産業振興をををを
図図図図るためるためるためるため、、、、地域地域地域地域のののの創意工夫創意工夫創意工夫創意工夫をををを尊重尊重尊重尊重したしたしたした産学官連携産学官連携産学官連携産学官連携によるによるによるによる科学技術振興科学技術振興科学技術振興科学技術振興をををを
図図図図ることることることること。。。。

本事業は、研究と実用・産業化を一体化した数少ない事業の一つであ
り、我が国の科学技術の高度化、国際競争力の強化に即効性がある上、
活力ある地域づくりにも資することから、世界レベルのクラスターとし
て発展可能な地域に重点的な支援を継続すること。
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１１１１１１１１ 高速道路高速道路高速道路高速道路のののの無料化無料化無料化無料化についてについてについてについて

【【【【現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《政府の検討状況等》

２２２２２２２２年度国予算概算要求年度国予算概算要求年度国予算概算要求年度国予算概算要求

○○○○高速道路高速道路高速道路高速道路のののの原則無料化原則無料化原則無料化原則無料化にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組 ６６６６，，，，００００００００００００億円億円億円億円（（（（国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省））））
・高速道路料金の段階的な無料化に向け、交通の変化、渋滞の発生、
地域への経済効果等に関する影響を把握するため、無料化の試行など
の社会実験を行うための関連経費を要求する。

○○○○道路整備道路整備道路整備道路整備 １１１１兆兆兆兆７３６７３６７３６７３６億円億円億円億円（（（（国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省）））） 対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比 ００００．．．．８８８８８８８８

《現状》
■■■■大鳴門橋大鳴門橋大鳴門橋大鳴門橋のののの休日特別割引適用日休日特別割引適用日休日特別割引適用日休日特別割引適用日のののの日平均交通量日平均交通量日平均交通量日平均交通量がががが、、、、対前年比対前年比対前年比対前年比５１５１５１５１％％％％増増増増
■県独自県独自県独自県独自のののの調査調査調査調査でででで、、、、ゴールデンウィークゴールデンウィークゴールデンウィークゴールデンウィークにおいてにおいてにおいてにおいて、、、、沖縄県沖縄県沖縄県沖縄県をををを除除除除くくくく全全全全てのてのてのての都都都都
道府県道府県道府県道府県ナンバーナンバーナンバーナンバーのののの車車車車をををを確認確認確認確認

■■■■県県県県がががが実施実施実施実施したしたしたした内航内航内航内航フェリーフェリーフェリーフェリーへのへのへのへの社会実験社会実験社会実験社会実験でででで、、、、利用台数利用台数利用台数利用台数がががが５９５９５９５９％％％％増加増加増加増加

《課題》
○関門橋と比較しても、はるかに高い本四道路の通行料金

戦略的経済対策に向けて

【【【【徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》

①①①① 高速道路高速道路高速道路高速道路のののの無料化無料化無料化無料化はははは、、、、利用促進利用促進利用促進利用促進やややや対策対策対策対策のののの効果効果効果効果がががが実証済実証済実証済実証済みのみのみのみの
「「「「本州四国連絡道路本州四国連絡道路本州四国連絡道路本州四国連絡道路・・・・神戸淡路鳴門神戸淡路鳴門神戸淡路鳴門神戸淡路鳴門ルートルートルートルート」」」」からからからから

◇高速道路無料化の社会実験については、まず、連絡道路の両エリアで
観光産業をはじめ様々な面で成長戦略に繋がり、広域的な波及効果が
実証済みである「本州四国連絡道路・神戸淡路鳴門ルート」から実施
すること。

②②②② 公共交通機関等公共交通機関等公共交通機関等公共交通機関等へのへのへのへの対策対策対策対策についてについてについてについて

◇高速道路の無料化の実施に際しては、必要な渋滞対策や雇用対策を講
じるとともに、内航フェリーやバス、ＪＲ等の競合公共交通機関に対
して、高速道路の無料化とイコールフッティング（同等の条件）とな
る十分な支援を行うこと。

◇公共交通機関に係る総合交通ビジョンを早期に策定すること。

③③③③ 高速道路高速道路高速道路高速道路のののの整備整備整備整備についてについてについてについて

◇高松自動車道の４車線化をはじめとする「四国８の字ネットワーク」
の整備等、地方にとって必要な高速道路の整備を計画的に行うこと。
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＜参考＞
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Ⅳ 安全・安心対策

１２１２１２１２ 新型新型新型新型インフルエンザインフルエンザインフルエンザインフルエンザののののワクチンワクチンワクチンワクチン接種接種接種接種についてについてについてについて

【【【【現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《政府の検討状況等》
◇接種回数の変更等に伴う，接種スケジュールの前倒しの検討・要請
◇低所所得者対策として国が接種に係る費用負担を実施(地方負担導入)
◇雇用対策など国民の安心確保を目指すため、新型インフルエンザ対策

が検討される方針

《《《《現状現状現状現状》》》》
■ワクチンの接種については，接種費用が高額であるため，低所得者の負

担感が大きくなることから負担軽減策が実施されている。
■重症化のリスクの高い「小児」や「妊婦」の接種促進及び子育て世帯の

負担軽減を図るため，本県では，全国に先駆けて，負担軽減策を実施し
ている。

■現在，ワクチンについては，毎月の配分ごとに各自治体が各医療機関へ
の配分量を定め，配分を行っているが国からのワクチンの供給量が十分
でない。

《《《《課題課題課題課題》》》》
○低所得者対策については，ワクチン接種の実施主体である国が責任を持

って行う必要がある。

○重症化リスクの高い「小児」や「妊婦」の接種促進及び子育て世帯の負
担軽減を図るため，一層の対策を進める必要がある。

○ワクチンの供給が十分でなく，各自治体及び医療現場が非常に混乱して
いる。

○治療において生じた医療従事者の健康被害についての措置が必要。

戦略的経済対策に向けて

【【【【徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》
①①①① 新型新型新型新型インフルエンザインフルエンザインフルエンザインフルエンザののののワクチンワクチンワクチンワクチン接種接種接種接種はははは，，，，国国国国がががが実施主体実施主体実施主体実施主体であることからであることからであることからであることから，，，，

低所得者低所得者低所得者低所得者にににに対対対対するするするする接種費用接種費用接種費用接種費用のののの負担軽減負担軽減負担軽減負担軽減についてについてについてについて地方地方地方地方にににに負担負担負担負担をををを転嫁転嫁転嫁転嫁するこするこするこするこ
となくとなくとなくとなく，，，，国国国国がががが責任責任責任責任をををを持持持持ってってってって実施実施実施実施することすることすることすること。。。。

またまたまたまた，，，，重症化重症化重症化重症化ののののリスクリスクリスクリスクのののの高高高高いいいい「「「「小児小児小児小児」」」」やややや「「「「妊婦妊婦妊婦妊婦」」」」のののの接種促進及接種促進及接種促進及接種促進及びびびび子育子育子育子育
てててて世帯世帯世帯世帯のののの負担軽減負担軽減負担軽減負担軽減をををを図図図図るためるためるためるため，，，，接種費用接種費用接種費用接種費用のののの無料化無料化無料化無料化をををを図図図図るなどるなどるなどるなど抜本的抜本的抜本的抜本的なななな対対対対
策策策策をををを国国国国がががが責任責任責任責任をををを持持持持ってってってって実施実施実施実施することすることすることすること。。。。

②②②② 医療現場医療現場医療現場医療現場のののの混乱混乱混乱混乱をををを解消解消解消解消するためするためするためするため，，，，またまたまたまた，，，，受験生受験生受験生受験生などなどなどなど希望希望希望希望するするするする国民国民国民国民のののの全全全全
てがてがてがてが接種接種接種接種できるようできるようできるようできるよう十分十分十分十分ななななワクチンワクチンワクチンワクチン量量量量のののの確保確保確保確保をををを実現実現実現実現することすることすることすること。。。。

なおなおなおなお，，，，ワクチンワクチンワクチンワクチンがががが十分十分十分十分にににに確保確保確保確保できたできたできたできた際際際際にはにはにはには，，，，季節性季節性季節性季節性インフルエンザインフルエンザインフルエンザインフルエンザとととと
同様同様同様同様にににに卸売販売業者卸売販売業者卸売販売業者卸売販売業者（（（（二次卸二次卸二次卸二次卸））））とととと医療機関医療機関医療機関医療機関とのとのとのとの間間間間でででで流通流通流通流通がががが可能可能可能可能となるよとなるよとなるよとなるよ
うにすることうにすることうにすることうにすること。。。。

③③③③ 医療従事者医療従事者医療従事者医療従事者がががが安心安心安心安心してしてしてして診療診療診療診療にににに専念専念専念専念できるようできるようできるようできるよう，，，，国国国国においてにおいてにおいてにおいて補償制度補償制度補償制度補償制度をををを
創設創設創設創設することすることすることすること。。。。
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＜参考＞
１１１１ 全国全国全国全国、、、、徳島県徳島県徳島県徳島県のののの発生状況発生状況発生状況発生状況

２２２２ 費用負担軽減策費用負担軽減策費用負担軽減策費用負担軽減策についてについてについてについて

子育子育子育子育てててて世帯等世帯等世帯等世帯等のののの負担軽減負担軽減負担軽減負担軽減

小児小児小児小児((((１１１１歳歳歳歳～～～～小学校小学校小学校小学校３３３３年生年生年生年生))))
低所得者対策低所得者対策低所得者対策低所得者対策 ＋＋＋＋

妊 婦妊 婦妊 婦妊 婦

生活 生活生活 生活生活 生活生活 生活
保護保護保護保護 市町村民税市町村民税市町村民税市町村民税 保護保護保護保護 市町村民税市町村民税市町村民税市町村民税
世帯世帯世帯世帯 非課税世帯非課税世帯非課税世帯非課税世帯のののの者者者者 世帯世帯世帯世帯 非課税世帯非課税世帯非課税世帯非課税世帯のののの者者者者
のののの者者者者 のののの者者者者

《予 算 額》４１７４１７４１７４１７，，，，００００００００００００千円千円千円千円 ※※※※拡充分拡充分拡充分拡充分
《対象事業費》市町村が助成する費用 《予 算 額》８７８７８７８７，，，，００００００００００００千円千円千円千円
《負担割合》 国 １／２ 《対象事業費》市町村が助成する費用（１回目接種）

県 １／４ 《負担割合》 県 １／２
市町村 １／４ 市町村 １／２

３３３３ ワクチンワクチンワクチンワクチンのののの流通流通流通流通についてについてについてについて

全国インフルエンザ定点報告数の状況
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１３１３１３１３ 災害復旧災害復旧災害復旧災害復旧からからからから災害予防災害予防災害予防災害予防へのへのへのへの転換転換転換転換についてについてについてについて

【【【【現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《政府の検討状況等》
◇再度災害の防止対策を実施しつつ，災害危険度の高い地区における

重要河川の堤防強化など，予防的な治水対策について，
重点的に実施する。

◇ダム建設事業の進め方に関する基本的な方針については，
政府予算案の提出時までに明らかにする。

《現状》
■■■■地球温暖化地球温暖化地球温暖化地球温暖化にににに伴伴伴伴うううう「「「「災害災害災害災害リスクリスクリスクリスク」」」」のののの増大増大増大増大

・台風や集中豪雨の激化，局地的な大雨の頻発
・平成 16年台風 23号による吉野川での戦後最大の洪水発生

■■■■地方地方地方地方におけるにおけるにおけるにおける社会資本整備社会資本整備社会資本整備社会資本整備のののの遅遅遅遅れれれれ
・吉野川直轄管理区間 堤防整備率 約 67%（全国平均 約 84%）
・那賀川直轄管理区間 堤防整備率 約 64%
・限られた投資 平成 22年度概算要求(治山治水費)対前年比 0.90

■■■■社会資本全体社会資本全体社会資本全体社会資本全体のののの老朽化老朽化老朽化老朽化
・高度成長期に集中投資した河川管理施設等の急速な老朽化
・長安口ダム設置後、52年が経過
・県管理排水機場 21箇所の内、今後 20年以内に 8箇所が 40年を経過

《課題》
○甚大な災害が起きてからでは，多くの人命や財産が

失われるだけでなく，復旧や生活再建に多大な労力と予算等が必要
○無堤地区における氾濫被害、内水による床上浸水被害が頻発し、

住民の安全・安心に直結する最低限の生活基盤が不足
○堤防整備等のハード対策のみでの限界
○老朽化によるダムや河川管理施設の

「施設機能低下」，「維持管理費の増大」が必至

戦略的経済対策に向けて

【【【【徳島徳島徳島徳島からのからのからのからの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》
①①①① 災害予防災害予防災害予防災害予防としてのとしてのとしてのとしての治水対策治水対策治水対策治水対策

地球温暖化に伴う気候変動により、「災害リスク」が増大しており、
「災害を未然に防止する予防対策」が効果・効率的であることから、

・甚大な被害が発生した箇所に対する河川改修などの重点投資
・総合的な流域対策としてのソフト対策の実施

が必要である。

②②②② 既存施設既存施設既存施設既存施設のののの有効活用有効活用有効活用有効活用
限られた財源の中で、将来にわたる負担が可能となるような

維持管理を行うため、

・ダムの新設に頼らない「ダム改造事業」
・施設の「予防保全」の考えに立った戦略的な維持管理
・既存施設の能力を発揮させるために必要な投資

が必要である。
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